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図 2.1.2 に示されるような腐食電池が形成されるた 図 2.1.2 鉄筋腐食反応の概要 5）
図 2.1.1 塩害劣化の進行過程 4）
7めと説明している．この反応は，電子の移動と化学反応を含む電気化学反応である．金属鉄は，
アノード部において Fe2+となって溶解する（Fe → Fe2++2e-）．このとき生じた電子は鉄筋内部
を通ってカソード部へ移動し，水と酸素から OH-を形成する（H2O+1/2O2+2e- → 2OH-）．水酸
化物イオンはカソード部からコンクリート内部を通ってアノード部に移動し，Fe2+と反応して
Fe(OH)2 を形成する．Fe(OH)2 はさらに溶存酸素と水と反応して Fe(OH)3 を生成する．その後，



































































































①力学的性能 ○ ○ ○
②ひび割れ抵抗性 △ ○ △
修復された断面における劣化
因子の侵入抑制・防止効果
①中性化抑制 ○ ○ ○
②塩化物イオンの侵入抑制 △ △ ○
③凍結融解抵抗性 ○ ○ ○
④化学的侵食抑制 △ △ ○
⑤アルカリ骨材反応抑制♯1 △ △ ○
美観・景観 美観・景観に関する性能 △ △ ○
第三者影響度に関する性能 はく落抵抗性♯2 ○ ○ ○
注）表中の○は適用対象，△は適用する場合検討が必要（他の工法との併用など），－は適用対象外を示す．♯1のアルカリ骨材反応抑制は，標準的な遮水性により判
定した．♯2は付着性を基本とした判定．


























（ミクロセルの概念図）              （マクロセルの概念図）
























（図2.2.3 では，EacorrがEamacro へ，Eccorr がEcmacro
へシフトする）．また，ミクロセル腐食と比較して，
マクロセル腐食の進行速度は速くなると考えられ
























トで 2cm，4cm および 7cm のかぶりの鉄筋コンクリート供試体を作製し，海水循環水槽にて 10
年間養生した後の鉄筋の腐食面積率を計測している．その結果を筆者がグラフ化したものを図













また川村ら 22）は，図 2.3.3 に示すように防錆剤の一種である亜硝酸塩をコンクリートに混和
することにより，塩化物イオン量がセメントに対して 0.5％の混和率までは十分に鉄筋を防食で
きる効果があることを示している．
























































































7Ca(OH)2 + CaO・2Al2O3 + 19H2O →2(3CaO・Al2O3・Ca(OH)2・12H2O)  ・・・[1]
3CaO・Al2O3・Ca(OH)2・12H2O + 2Cl- →3CaO・Al2O3・CaCl2・12H2O + 2OH- ・・・[2]































気養生の温度条件で 70℃を境に CA2 を混和した
モルタルは普通セメントモルタルと比較して圧縮
強度が大きく低下する．また，図 2.3.9に示すよ





































































































































図 2.4.3 100mV 復極基準の概要 38）


































図 2.4.6 面状陽極方式概要図 45）































また，表 2.4.1 に図 2.4.10 の電流値から求
められる各々の犠牲陽極材の 10 年間の総電
流出力（電荷）を示す．
図 2.4.11 にファラデーの電気分解の第 1
法則より求まる犠牲陽極材 1 個あたりの亜鉛




図 2.4.10 橋梁に設置した 12個の犠牲陽極材か
ら供給される電流の経時変化と平均値
図 2.4.8 点状陽極方式概要図 45）
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Q＝n×mZn×F/AZn                式（2.4.1）
但し，Q：総電荷量（C（クーロン）），n：亜鉛の電価数（n=2）
   mZn：亜鉛塊質量（g），F：ファラデー定数（C/mol）
AZn：亜鉛の原子量（g/mol）
式（2.4.1）より，犠牲陽極材 1 個あたりの総電荷量 Q1は，ファラデー定数を 96,485C/mol
とすると，
    Q1＝2×60×96,485/65.4≒177,000（C）
電流出力効率は 85％と仮定しているので，犠牲陽極材 1 個が電流として出力できる電荷は，
177,000×0.85＝150,450（C）となる．













2 年 8 か月間暴露した結果を報告している．供試体概要を図 2.4.12 に，暴露 2 年 8 か月後の復極
表 2.4.1 各犠牲陽極材の 10年間の総消費電荷
図 2.4.11 犠牲陽極材の 10 年間における亜
鉛金属の消費率




図 2.4.12より，暴露 2 年 8 か月後において，未補修部の塩化物イオン濃度が 6kg/m3含まれて
































∇ ∙ (𝜅∇𝜑) = 0        式（2.4.2）
ここで，境界条件をそれぞれ次式で与える．
ia ＝ia1  （on Γa）
φc1＝－Rc1 ic1 +φc10 （on Γc1）
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ることで，粒子直径が 10μm 以下の微粒の含有率が約 26％から 5％まで低下している．試験で
用いた普通ポルトランドセメントと CA2の化学成分と物理特性を表 3.2.2 に示す．
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(g/cm3)CaO SiO2 Al2O3 SO3 Fe2O3 MgO R2O Total Cl
OPC 64.7 20.9 5.4 1.8 2.9 0.9 0.5 0.013 3,120 3.15
HPC 62.4 19.4 5.5 5.6 4.1 0.9 0.8 0.016 4,440 3.13
LPC 60.1 23.4 4.1 5.0 5.0 0.9 0.6 0.006 3,270 3.23
CA2（未分級） 23.9 0.6 67.7 0.0 7.1 0.3 0.2 - 3,000 2.96
CA2（分級） 24.0 0.6 67.7 0.0 7.1 0.3 0.2 - 2,000 2.96
3.2.2 試験方法
試験や分析はセメントペーストまたはモルタルを調整して評価した．いずれも水／結合材比は
50mass%とした．結合材と砂の比率は質量比で 1 対 3 である．砂は JIS R5201「セメントの物理
試験方法」に準じた砂を用いた．ペーストを調整する際は，ブリーディングの影響を考慮し，練
り混ぜから数時間まで 1 時間おきに再練りする操作を繰り返し行い，2×2×8cm の角柱供試体を
作製した．CA2はセメントに対して 5mass%置換して混和した．なお，一部のペースト供試体に
ついては塩化物イオンの固定化能力を評価するため 1.4mass%NaCl 溶液を用いて同様に供試体










OPC OPC 100 ― ―
OPC_CA2 OPC 95 5 ―
OPC_C-CA2 OPC 95 ― 5
HPC HPC 100 ― ―
HPC_CA2 HPC 95 5 ―
LPC LPC 100 ― ―
LPC_CA2 LPC 95 5 ―
(1) モルタルフロー
モルタルフローの測定は OPC を使用した供試体のみ実施した．JIS R5201 に準じて測定し，
練り上がり直後からの経時変化を測定した．測定間隔は練り上がり直後を 0 分とし，30 分，60
分および 120 分とした．試験は 20℃80％R.H.の恒温恒湿室内にて行った．
(2) 圧縮強度
圧縮強度は，JIS R5201 に準じて測定し，材齢 7 日，28 日および 91 日で測定した．
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(3) 長さ変化率
長さ変化率の測定は OPC を使用した供試体のみ実施した．JIS A6202「コンクリート用膨張材」
の附属書２に示される長さ変化率の測定方法のうち，B 法に準じて測定した．材齢 1 日で脱型後，
材齢 7 日まで 20℃水中養生を行い，その後 20℃60％R.H.の恒温恒湿室内に静置した．
(4) セメントペースト中の Ca(OH)2量の定量
材齢 28 日まで 20℃恒温室内で封緘養生を行ったセメントペースト供試体について，セメント
水和物の一種である Ca(OH)2（以下，CH と称す）の生成量を熱分析（TG-DTA）により定量し，
比較した．本研究では，CA2 をセメントに混和することにより，HC を多量に生成させる提案を





1.4mass%NaCl 溶液を用いて作製したセメントペースト供試体を 2 日で脱型後材齢 7 日まで




































また，CA2の分級品を混和したものは無混和の OPC に比べて材齢 28 日までの圧縮強度はやや
























水量を図 3.2.5 に示す．CH 生成量はすべてのセメント種類において，CA2無混和の方が小さい．
図 3.2.3 圧縮強度
図 3.2.4 長さ変化率

























和したものは，OPC や HPC に比較すると量は少ないと考えられるが，LHC から生成する CH























































(g/cm3)CaO SiO2 Al2O3 SO3 Fe2O3 MgO R2O
Total 
Cl
OPC 64.7 20.9 5.4 1.8 2.9 0.9 0.5 0.013 3,120 3.15
CA2 23.9 0.6 67.7 0.0 7.1 0.3 0.2 - 3,000 2.96
3.3.2 試験方法
(1) 供試体作製方法
前項で示した配合のうち，水以外の材料が全量で 2000g となるように計量しておく．次に 20℃
80％R.H.の恒温恒湿室内にて JIS R5201「セメントの物理試験方法」に示されるモルタルミキサ







曲げ強度および圧縮強度については，JIS A1171 に準拠し，材齢 7 日および 28 日で試験を行
った．付着強度については，JIS A1171 に準拠し，材齢 7 日および 28 日で試験を行った．
(4) 長さ変化率
JIS A1171 に準拠し，40×40×160mm のモルタル供試体を作製し，材齢 7 日まで水中養生を行
い，基長を測定した．基長の測定開始から 1 日，3
日，7 日，14 日，28 日時点での長さ変化率を測定
した．
(5) 中性化深さ








JIS A1171 に準拠して，100×100×100mm のモル
タル供試体を作製し，材齢 28 日まで養生を行い，
側面を除く 5 面についてエポキシ樹脂を塗布したモルタル供試体を，供試体の体積の 10 倍の体
















試体を作製し，20×20×80mm の供試体を作製した．練混ぜ水は 1.4％の NaCl 溶液用いて作製し，













































































































































他の材料について表 3.4.1 および表 3.4.2 に示す．
図 3.3.9 塩化物イオン量
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W S OPC CA2 P 消泡剤 増粘剤
NM
315 1260
630 － － 3.2
0.6
PMM 630 － 63 6.3
NCA5 598.5 31.5 － 3.2
NCA10 567 63 － 3.2
PCA5 598.5 31.5 63 6.3
(3) コンクリート配合
コンクリート配合は，目標強度 24N/mm2，空気量 4.5±1%，W/C＝57%，s/a＝50％，
Gmax=13mm とし，混和する塩化物イオン量は 10kg/m3 を目標として試薬の NaCl を外割で混













W C S G Add NaCl




























































3.4.2(4)の状況確認後の供試体から鉄筋を取り出し，クエン酸水素 2 アンモニウム 10％溶液に
浸し 60℃で 24 時間保持し，錆を溶解させた．その後，打継ぎ界面からモルタル側とコンクリー





































ここで，材齢 642 日における腐食電流量は，普通モルタルのセメントに 10％の CA2を置換し

















連続鉄筋供試体の 642 日後の鉄筋の腐食状況について写真 3.4.2 に示す．
写真 3.4.2 鉄筋腐食状況


















表 3.4.6 より，CA2を混和していない NM および PMM では，モルタル側の鉄筋も錆の発生が
見られるが，CA2 を混和したものはモルタル側の鉄筋はほぼ完全に錆の発生は抑制されている．
特に普通モルタルのセメントに CA2を 10％内割置換した NCA10 はモルタル側だけではなく，コ
ンクリート側の鉄筋の発錆も抑制しているようである．
(3) 鉄筋腐食量
鉄筋腐食量の測定結果を図 3.4.6 に示す．図中，鉄筋位置について，0cm が打継ぎ界面であり，
マイナスがコンクリート側，プラスがモルタル側であることを示す．
NM と PMM はコンクリート側では
全面に，モルタル側でも界面から



























している．また，PMM は NM に比べて界面での塩化物イオン量の差が大きくなっている．これ
はポリマーフィルムの形成により，塩化物イオンの移動を抑制したためと考える．





である．2 章で示した既往の研究 4）から，普通セメントは質量の 0.4％程度までは固定化能力が
あることが示されており，今回の結果もほぼ同程度であるので，今回試験に供したコンクリート
はおおむね 1.5kg/m3の塩化物イオン固定化能力があるものと考えられる．
NM および PMM は界面直近の 0～1cm での固定化塩化物イオン量は 2.0～2.2kg/m2程度であ
り，コンクリート中よりも多い．表 3.4.3 に示した NM および PMM の単位セメント量より，固
定化塩化物イオン量はセメントに対して 0.3％程度であり，前述の既往の研究の結果とほぼ同じ
程度であるので，これは単位セメント量の違いによるものと考えられる．
一方，NCA5，NCA10 および PCA5 の固定化塩化物イオン量は，3.7～4.7kg/m3とコンクリー































(5) 粉末 X 線回折

















































図 3.4.8（1） 粉末 X 線回折
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図 3.4.8（2） 粉末 X 線回折
図 3.4.8 より，NM と PMM は界面から 4cm まで（3-4cm）は，HC のピークは見られず，フリ
ーデル氏塩のピークのみ見られた．4-5cm では HC が見られており，NM と PMM でも HC が可溶
性塩化物イオンを取り込んで，フリーデル氏塩になる反応が進行していることを確認した．
HC は 2 章で示したように，カルシウムアルミネート系の水和物であるので，CaO および Al2O3
を硬化体中に有する普通ポルトランドセメント中でも少量ながら生成する 8）．
一方，NCA10 と PCA5 は界面から 4cm まで（3-4cm）までは，HC とフリーデル氏塩が共存し
ている．4-5cm では，HC のピークのみとなっていることから，HC からフリーデル氏塩になる反
応が進行しているが，その HC はまだ残存しており，塩化物イオンの固定化能力に余力を残して
いることがわかる．NCA5 は界面から 4cm まで（3-4cm）HC のピークは見られず，フリーデル氏
塩のみが見られた．界面から 4cm までほぼ全量の HC が可溶性塩化物イオンの固定化反応でフリ
ーデル氏塩となったものと考えられる．
(6) EPMA
EPMA の測定結果を図 3.4.9に示す．なお，EPMA マッピング中に記載の濃度とは，測定対象
となる微小領域における構成元素数の濃度（比率）であり，質量割合の濃度とは異なる．本項に
おける濃度は特に断りのない限り，この構成元素数の比率に基づく濃度を示すものとする．
NM と PMM はコンクリートからモルタルに可溶性塩化物イオンが浸透し，図 3.4.6と同じよ
うにコンクリートから塩化物イオンが拡散している状況が認められる．ここで，モルタル側への


















一方，NCA5 も図 3.4.5 と同様の分布が認められた．特に界面からコンクリート側へ 3mm ほ
ど，0.8～1.0％の濃度を示す周囲より塩化物イオン量が，0.2～0.5％に小さくなっている領域が
認められた．これは，図 3.4.5のコンクリート側の鉄筋腐食が見られない範囲とも一致する．な
お，モルタル側にも NM と同様に塩化物イオンの浸透が 6～7mm 程度みられ，しかも濃度の最
大値は 1.3～1.5％程度と NM よりも 1.5 倍程度大きくなっているが，可溶性塩化物イオンの固定
化により，図 3.4.7 に示したように，鉄筋腐食に関わる可溶性塩化物イオン量が NM よりも少な
くなっているため，モルタル側の鉄筋では腐食が見られないものと考えられる．
NCA10 では，NCA5 よりもさらに塩化物イオン濃度 0.5％以下の濃度が小さい層がおおよそ 7
～8mm の範囲まで増大しており，これも図 3.4.5のコンクリート側の鉄筋腐食が見られない範
囲とほぼ一致する．さらにモルタル側への塩化物イオンの浸入深さも NM や NCA5 に比べて小
さくなっている．但し，濃度の最大値は 1.0～1.2％程度と大きくなっているが，NCA5 と同様に
可溶性塩化物イオン量は少なくなっており，鉄筋腐食が抑制されているものと考えられる．









モルタル側への塩化物イオンの浸透は N や NCA5 よりも小さくなる結果となったものと考えら
れる．
PCA5 でも，コンクリート側に 2～3mm 程度塩化物イオン濃度 0.5％以下の塩化物イオン量が
小さい領域が見られ，図 3.4.5 の鉄筋腐食が見られない領域とほぼ一致する．PMM に比べて塩
化物イオンがモルタル側に浸透する深さが明らかに小さくなっている．一方，モルタル側の塩化








































モルタル NCA5 および NCA10 が，それぞ
れ CA2をセメントに対して 5％，10％質量
置換した普通モルタルを打ち継いだ場合，










































図 3.5.2 塩化物イオン量測定結果        図 3.5.3 濃度拡散の概念
（２）支配方程式
一般に濃度拡散は，Fick の第 2 法則が適用できる．「拡散流束は濃度勾配に比例する」とした












                   式（3.5.1）
ここに，t：時間
    C：濃度（kg/m3）
     x：位置（m）
     λ：拡散係数（m2/s）
CA2による塩化物イオンの固定化条件を Fick の法則に適用する場合，次の仮定を導入する．








































































































に，CA2 を使用していない普通モルタルを打ち継いだ場合の実験結果（NCA5 および NCA10）
を例に，各セルで固定化できる塩化物イオン量を（仮定３）に基づいて可溶性の塩化物イオン量
の n 割，各セルで固定化できる塩化物イオン量の上限値を m kg/m3として，パラメータスタディ














   各セルの塩化物イオン量の固定化の上限値 m を 1.5kg/m3と固定し，各セルの可溶性の塩
化物イオン量に対する固定化の割合 n についてパラメータスタディを行った．結果の一例を
図 3.5.5 に示す．






















固定化の上限値（kg/m3） m m 検討パラメータ
固定化の割合 n n 検討パラメータ
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c) Case3 打継部の固定化の上限値
   打継部の塩化物イオン量の固定化の割合 n を 0.2 と固定し，固定化の上限値 m について
パラメータスタディを行った．なお，既設部は，固定化の割合 n が 0.2，固定化の上限値 m
が 1.5kg/m3とした．結果の一例を図 3.5.6 に示す．
   打継部の固定化の上限値 m を 8.0kg/m3と高めに設定した Case 3-3 は，次のセルにおける




   打継部の塩化物イオン量の固定化の上限値 m を 8.0kg/m3と固定し，固定化の割合 n につ
いてパラメータスタディを行った．なお，既設部は，固定化の割合 n が 0.2，固定化の上限
値 m が 1.5kg/m3とした．結果の一例を図 3.5.7 に示す．
   打継部の固定化の上限値 m を 8.0kg/m3と高めに設定した場合，固定化の割合が 0.2 とし
た Case 4-1 では，次のセルにおける固定化された塩化物イオン量が大きく変化していない．
すなわち，その上限値を満たすだけの拡散は生じないことが再現されている．一方，固定化



























































































































































































































































































































































































および固定化の割合 n について，単位セメント量および CA2の単位量の関数とした簡単なモデル
化を検討した．
（２）セメントの塩化物イオンの固定化能力




セメントの塩化物イオンの固定化の能力について述べる．表 3.5.4 より，配合 O と配合 A は，
CA2を使用していない．したがって，これら 2 つの配合から，セメントの固定化能力を推定する
ことができる．これらの固定化の能力は，単位セメント量の関数としてモデル化が可能である．




















































←  モルタル  →
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Con 既設部 298 0 0.22 0.27 -0.05 → 0
NM 打継部 630 0 0.61 0.57 0.04 → 0
NCA5 打継部 590 31 0.62 0.53 0.09

























































（N/mm2）C CA2 最小 最大 平均
Con 既設部 298 0 0.14 0.29 0.22 1.6 28.8
NM 打継部 630 0 0.51 0.67 0.61 2.5
NCA5 打継部 590 31 0.54 0.74 0.62 4.8




表 3.5.4 に示した打継部 NCA5 および NCA10 のモルタルは，CA2を使用している．これら 2
つの配合から，式(3.5.7)より求まるセメントに起因する固定化分を求め，実測値からこれを差し
引き，CA2の寄与分を抽出した．算出結果を表 3.5.5 に示す（表中の「差」の列）．
図 3.5.11 は，表 3.5.5 を図化したもので，CA2による塩化物イオンの固定化の割合と CA2の
単位量の関係である．CA2 の単位量が 0kg/m3 のとき，CA2 による塩化物イオンの固定化の割合
は零となる境界条件を導入すれば，この関係は切片が零の線形近似となり，式(3.5.8)を得る．
20032.0 CAn  式(3.5.8)
CA2 を使用したコンクリートおよびモルタルの塩化物イオンの固定化の割合 n は，式(3.5.7)
と式(3.5.8)を組み合わせた式(3.5.9)でモデル化できる．
20032.00009.0 CACn  式(3.5.9)
また，これらの関係式から，セメントおよび CA2が 1kg/m3のときの塩化物イオンの固定化の
































































7922.00027.0  Cm 式(3.5.10)
図 3.5.13に配合 B および配合 C を組み合わせて抽出した CA2の単位量と固定化の上限値を示
す．CA2 の単位量と固定化の上限値の関係は，切片が零の線形近似が可能であった．式(3.5.11)
に示す．
20891.0 CAm  式(3.5.11)
CA2 を使用したコンクリートおよびモルタルの塩化物イオンの固定化の上限値 m は，式
(3.5.10)と式(3.5.11)を組み合わせて式(3.5.12)でモデル化できる．
792.020891.00027.0  CACm 式(3.5.12)
式(3.5.10)は切片を有するため単純な比較はできないが，単位セメント量が 300～600kg/m3
程度の範囲で，単位 CA2量が 60kg/m3程度までの範囲において比較した場合，単位質量あたりの














図 3.5.14 普通セメントと CA2 を混和し
たセメントペーストの塩化物イオン量 3）
62









は，既設コンクリート部が 2.0cm2/年，打継部が普通モルタルベースとなる NM，NCA5 および





28 日まで 20℃水中養生を行った後に，浸せき試験を 6 か月間行ったものである．
実験値と解析値を比較したもののうち，打継部が NM，NCA5 および PCA5 を図 3.5.15 から
図 3.5.17 に示す．
図 3.5.15の普通モルタルにおいて，打継部の界面近傍の塩化物イオンの固定化の割合が増えて
いることが確認できる．図 3.5.16 の CA2を混和したモルタル NCA5 では，打継部の界面近傍の
固定化塩化物イオン量の割合は CA2を混和しない NM よりも増加している．また，界面近傍の既
設コンクリート部の可溶性塩化物イオンが CA2を混和しない NM よりも減少しており，実験値を
十分に再現できているといえる．









可溶性塩化物イオン量（kg/m3） 1.2 1.2 1.0
固定化塩化物イオン量（kg/m3） 0.7 1.5 2.5
〔CA2 の単位質量あたりの固定化塩化物イオン量〕
〔普通セメントの単位質量あたりの固定化塩化物イオン量〕
－ 24 倍 27 倍
63
なお，時間の尺度において実験値と解析値に差異があるが，実験値では既設部のコンクリート
の塩化物イオン量が材齢 642 日で 10kg/m3から 8kg/m3程度に低下しているのに対して，解析値






















































































































































































































図 3.5.18 拡散係数を補正した解析値（材齢 642 日）
（２）躯体コンクリートの塩化物イオン量が異なる場合のケーススタディ
打継部モルタルが NCA5 の条件において，躯体コンクリート部の初期の塩化物イオン量を 5.0，
2.0kg/m3と設定した場合の試算結果を図 3.5.19 に示す．

























































































































































































































解析条件と解析水準を表 3.5.7 に示す．既設のコンクリートは，単位セメント量が 298kg/m3
で W/C＝50%，見かけの拡散係数が 2.0cm2/年とした．断面修復材は CA2の混和率を変えたポリ
マーセメントモルタルの Case 1 から Case 3 の 3 水準を検討した．また，断面修復深さをコンク
リート表面から 30mm，36mm，43mm および 50mm とした．
Case 1 は，単位セメント量が 630kg/m3の一般のポリマーセメントモルタルを想定した．Case 
2 および Case 3 は，Case 1 のポリマーセメントモルタルを基準として，CA2をそれぞれセメン
































固定化の割合 n 0.27 0.57
固定化の上限値 m（kg/m3） 1.6 2.5





固定化の割合 n 0.27 0.63
固定化の上限値 m（kg/m3） 1.6 5.1





固定化の割合 n 0.27 0.70


















図 3.5.22 鉄筋位置における塩化物イオン量の経時変化の例（断面修復深さ 50mmの場合）
（a）断面修復深さ 30mm          （b）断面修復深さ 36mm





修復後 28.6 年で全塩化物イオン量が発錆限界量の 1.69kg/m3に達した．同様に，CA2を C×5％
使用したポリマーセメントモルタルでは 3.5.5 年，CA2を C×10％使用したポリマーセメントモ


























作業と断面修復工の単価を表 3.5.9 に示す．供用年数は 100 年とし，割引率および定期点検費用
は考慮しなかった．ライフサイクルコストの算出結果を図 3.5.25 に示す．
表 3.5.8 各ケースにおける断面修復工事を行うサイクル
Case2：CA2 0％ Case3：CA2 5％ Case4：CA2 10％
断面修復深さ：36mm 28 年 34 年 39 年
断面修復深さ：43mm 29 年 35 年 40 年







Case1：CA2 0％ Case2：CA2 5％ Case3：CA2 10％
36mm 49,000 22,180 26,020 29,850
43mm 55,000 25,160 29,750 34,330





































（a）断面修復深さ 30mm          （b）断面修復深さ 36mm

































































































6）P. Tongyan, L．Yajun：Computational Molecular Analysis of Chloride Transport in Hydrated 

















































































































減水剤 メラミンスルホン酸塩系高性能 AE 減水剤







コンクリート配合は，表 4.2.2に示すように呼び強度 24N/mm2と 40N/mm2の 2 種類とした．
混和する塩化物イオン量は 10kg/m3を目標として試薬の NaCl を外割で混和した．なお，目標ス
ランプは 12±2.5cm とした．















W C S G Add NaCl
21 59.0 13 48.0 4.5±1 164 278 881 972 2.78 16.5






に準拠して測定した材齢 28 日の圧縮強度を表 4.2.4 に示す．
断面修復材の圧縮強度は 40N/mm2程度で，2 章の表 2.1.2に示した一般に用いられている断
面修復材と同等の性状を示している．
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製品 1 袋あたり 12.5kg 1.75kg
42.5N/mm2




写真 4.2.1 犠牲陽極材        写真 4.2.2 内部の亜鉛金属












せて 24 時間 20℃室内に静置した後，上澄み部分を pH メータにて計測したところ，pH＝14.6
の強アルカリ性を示した．
これは，犠牲陽極材に用いる金属が常に「反応する」状態に保つ必要があるためである．亜鉛





図 4.2.1 亜鉛の電位-pH 図
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較して，細孔径が 10-100μm および 1-10μm の













No.1 に犠牲陽極材を配する【内部設置供試体】，躯体コンクリート側の鉄筋 No.2 のかぶり側に
断面修復材で犠牲陽極材を取り付ける【外部設置供試体】および犠牲陽極材を設置しない【設置
なし供試体】の 3 種類を作製した．内部には 10 本の分割鉄筋を配しており，分割鉄筋間と端部

















100   75   75   75  75      75      75      75      75     75
100   75   75   75  75      75      75      75      75      75








供試体作製から 28 日間 20℃室内で乾燥養生を行った．養生期間内は分割鉄筋どうしの電気的
接続は行った（図 4.2.3 の A2～A10 を接続する）が，犠牲陽極材と鉄筋との接続は行わなかっ
た．養生完了後，犠牲陽極材と鉄筋との接続を行った（図 4.2.3 の A1 を接続する）後，35℃，
90％R.H.の恒温恒湿室内に供試体を静置し，試験を開始した．鉄筋腐食が激しくなる盛夏期の海
岸線付近の RC および PC の鉄筋コンクリート構造物を想定し，高温多湿の 35℃，90％R.H.の環
境条件を選定した．
供試体は同じ条件のものを 3 体ずつ作製した．実際に作製した内部設置供試体および外部設置
供試体を．写真 4.2.3 および写真 4.2.4 に示す．また，作製した供試体の詳細を表 4.2.1に示す．
写真 4.2.3 内部設置供試体        写真 4.2.4 外部設置供試体
表 4.2.1 作製供試体の試験条件






















タの電圧の分解能は 0.1mV で，確度は±0.5％である．照合電極には飽和硫酸銅電極（CSE 電極）
を用いた．電位は犠牲陽極材と鉄筋を接続したままの状態の Eon 電位，犠牲陽極材と鉄筋とを切
断した直後の Eio 電位および犠牲陽極材と鉄筋とを切断してから 24 時間後の Eof 電位を測定し

















の 2 種類の周波数（本研究では 10Hz と 10mHz）の交流電圧を印加し，それぞれの応答電流お
よび位相差を計測する．電圧と電流の比であるインピーダンス絶対値と位相差をもとに複素平面




分極曲線は，試験開始から 6 ヶ月時点で測定を行った．6 ヶ月での電位，電流および分極抵抗













側に 40mV/min の割合で既往の文献 13）を参






















躯体コンクリートの圧縮強度が 21N/mm2のシリーズの Eon 電位および Eof 電位の計測結果を
図 4.2.5～図 4.2.7に示す．各電位の値は，3 体の供試体の平均値である．なお以下，電位の記
述については特に断りがない限り，飽和硫酸銅（CSE）電極基準である．
なお，図中の横軸は電位の測定箇所を示しており，ZN は犠牲陽極材，No.1～No.10 は図 4.2.3
で示した各分割鉄筋に対応する．



















鉄筋の Eon 電位について，犠牲陽極材直近の鉄筋 No.1 については犠牲陽極材の Eon 電位が貴
側に移行するため，試験期間を通じて徐々に貴側に移行している．躯体コンクリート側の鉄筋
No.2 以降については，試験開始から 4 か月までは Eof 電位よりも卑側であるが，5 か月以降は一
部が Eof 電位よりも貴側になる鉄筋も出てきている．Eof 電位は ASTM C876「Standard Test 





図 4.2.6 より，躯体コンクリート強度 21N/mm2の外部設置供試体では，犠牲陽極材の Eof 電
位は，躯体コンクリート強度 21N/mm2 の内部設置供試体と同様に試験開始当初の電位から徐々




鉄筋の Eof 電位は，試験開始前の電位よりも若干貴側に移行し，特に鉄筋 No.1 と No.2 の Eof
電位は明らかに貴側に移行している．6 か月経過時点でも，試験開始前よりも卑側になることは
なく，内部設置供試体よりも高い防食効果を維持しているものと考えられる．
鉄筋の Eon 電位は，犠牲陽極材を鉄筋 No.2 の直近に取り付けているため，鉄筋 No.2 が他の
分割鉄筋に比べて大きく卑側に分極され，6 か月経過時点でもその効果は持続している．











次に，内部設置供試体と外部設置供試体の復極量を図 4.2.8～図 4.2.9 に示す．なお，Eof が
Eio よりも卑側の場合，復極量はマイナスとして示した．
図 4.2.8 A21-10KG-PCM-35D の復極量    図 4.2.9 B21-10KG-PCM-35D の復極量
図 4.2.8 より，内部設置供試体において，犠牲陽極材の復極量（電位差）は当初-400mV であ
ったものが 6 か月後も-300mV と概ね同程度の値を維持しており，犠牲陽極材としての性能は当
初の性能をほぼ維持しているものと考えられる．一方，躯体コンクリート中の鉄筋 No.2～No.10






イオン濃度 1.63kg/m3の 6 倍にも達する量を混和していることに加え，供試体の設置環境が 35℃
と鉄筋の腐食反応を大きく促進させる環境であることから，鉄筋のマクロセル腐食に加えて，各
分割鉄筋のミクロセル腐食も進行することが想定される．










中の鉄筋 No.1 である内部設置供試体に比べて卑側の値のため，接続時の Eon 電位は内部設置供
試体に比べて卑側になると考えられる．そのため，外部設置供試体の犠牲陽極材の復極量は内部
設置供試体に比べて小さくなるものと考えられる．
一方，鉄筋の復極量は，断面修復材中の鉄筋 No.1 および躯体コンクリート中の鉄筋 No.2 とも
に 6 か月経過後も 100mV 以上の復極量を維持している．躯体コンクリート中のその他の鉄筋







次に 40N/mm2のシリーズの Eon 電位および Eof 電位を図 4.2.10～12 に示す．






6 か月の時点では，-750mV と 150mV 程度貴
になった．この理由については，躯体コンク
リート強度 21N/mm2 の内部設置供試体と同
図 4.2.12 N40-10KG-PCM-35D の Eof，Eon 電位
90
様と考えられる．
鉄筋の Eof 電位は試験開始から徐々に貴側に移行し，6 か月の時点でも継続的に移行している
ようである．躯体コンクリート強度 21N/mm2の内部設置供試体のように期間の途中で Eof 電位
が卑側に移行することはなかった．但し，Eof 電位の値としては-400mV 程度であり，ASTM C876
の基準で 90％以上の腐食確率の領域であるので，腐食そのものは発生している可能性は高いと考
えられる．躯体コンクリート強度が 40N/mm2 の場合は，内部設置供試体では継続的な防食効果








図 4.2.11 より，躯体コンクリート強度 40N/mm2 の外部設置供試体では，犠牲陽極材の Eof
電位は，躯体コンクリート強度 21N/mm2 の外部設置供試体と同様に試験開始当初の電位から






鉄筋の Eon 電位は，躯体コンクリート強度 21N/mm2の外部設置供試体と同様に，犠牲陽極材






図 4.2.12 より，躯体コンクリート強度 40N/mm2の設置なし供試体の躯体コンクリート中の鉄
筋の En 電位は，多少上下するが，概ね-450mV 程度であるので，鉄筋腐食は発生しているもの
と考えられる．一方，躯体コンクリート強度 40N/mm2 の内部設置供試体と外部設置供試体の 6





図 4.2.13 A40-10KG-PCM-35D の復極量   図 4.2.14 B40-10KG-PCM-35D の復極量
図 4.2.13 より，躯体コンクリート強度 40N/mm2の内部設置供試体において，犠牲陽極材の復
極量（電位差）は当初-300mV であったものが 6 か月後は-200mV と若干小さくなった．概ね犠
牲陽極材としての性能は当初の性能を維持しているものと考えられる．
一方，躯体コンクリート中の鉄筋 No.2～No.10 の復極量は，徐々に低下する傾向を示している．
特に犠牲陽極材に近い鉄筋 No.1 および No.2 において低下傾向は明らかで，鉄筋 No.2 において
は当初 100mV 以上の復極量が認められるが，4 か月以降は 100mV を切っている．しかし，6 か
月においても復極量としては鉄筋 No.10 でもプラスの値となっており，コンクリート強度が
21N/mm2のシリーズに比べて高い防食効果を維持しているものと考えられる．
図 4.2.14 より，躯体コンクリート強度 40N/mm2の外部設置供試体において，犠牲陽極材の復









量を得る鉄筋は No.2 から No.4 まで防食効果の範囲が広くなり，鉄筋 No.2 の復極量を比べると
100mV が 200mV まで大きくなっており，同じ鉄筋位置において高い防食効果も示すことがわか









図 4.2.15 A21-10KG-PCM-35D のマクロセル   図 4.2.16 B21-10KG-PCM-35D のマクロセル








おり，鉄筋 No.2 では，当初 18mA/m2程度の
防食電流密度であったが，6 か月後ではほぼ
ゼロに近い電流密度となっている．躯体コンクリート強度 21N/mm2の内部設置供試体の 6 か月
時点においては，躯体コンクリート中の鉄筋 No.2～10 には防食に効果的な電流は供給できず，
No.5，6，7，8 の各鉄筋においてはマクロセル電流密度も腐食側の値となっている．




試験開始から 1 か月と 2 か月の鉄筋 No.6 は腐食側の電流密度となっているが，なぜこの時点
で腐食側の電流密度になったのかについては犠牲陽極材から供給される電流が，躯体コンクリー
ト側の鉄筋だけでなく，比抵抗が高いため鉄筋 No.2 よりは少ない電流が分配されると考えられ
る断面修復材内部の鉄筋 No.1 にも多く防食電流が供給されており，その分鉄筋 No.6 が腐食側と
なってしまった可能性などが推定される．
図 4.2.17 より，躯体コンクリート強度 21N/mm2の設置なし供試体のマクロセル電流密度は，
試験期間を通じて各分割鉄筋でアノードとカソードが入れ替わるような挙動を示している．断面
修復材内部の鉄筋 No.1 と躯体コンクリートの鉄筋 No.2 について，2 章で概説したマクロセル腐








置供試体のマクロセル電流密度は，鉄筋 No.2 および No.3 においては，少なくとも試験開始直後
は防食側の電流密度になっており，これらのマクロセル腐食は抑制できているものと考えられる．
次に躯体コンクリート強度が 40N/mm2シリーズのマクロセル電流密度を図4.2.18～20に示す．
図 4.2.18 A40-10KG-PCM-35D のマクロセル  図 4.2.19 B40-10KG-PCM-35D のマクロセル




では No.5 までは 6 か月の試験期間を通じて
防食側の電流密度となっており，マクロセル
腐食が懸念される打継ぎ界面近傍の鉄筋


























図 4.2.21 A21-10KG-PCM-35D の分極抵抗  図 4.2.22 B21-10KG-PCM-35D の分極抵抗
図 4.2.21 より，躯体コンクリート強度
21N/mm2の内部設置供試体の各鉄筋の分極














0.1～0.2 未満 不動態状態（腐食なし） 130～260 より大 0.0011～0.0023 未満
0.2 以上 0.5 以下 低～中程度の腐食速度 52 以上 130 以下 0.0023 以上 0.0058 以下
0.5 以上 1 以下 中～高程度の腐食速度 26 以上 52 以下 0.0058 以上 0.0116 以下
1 より大 激しい，高い腐食速度 26 未満 0.0116 より大
図 4.2.23 N21-10KG-PCM-35D の分極抵抗
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図 4.2.22 より，躯体コンクリート強度 21N/mm2の外部設置供試体の各鉄筋の分極抵抗は，躯

























て，試験開始から６か月の試験期間を通じて，鉄筋 No.1 から No.5 までは，分極抵抗が 100kΩ・
cm2 以上を示しており，内部設置供試体と同様に躯体コンクリート強度が 21N/mm2 の
B21-10KG-PCM-35D よりも広範囲かつ高い分極抵抗を示す．また，躯体コンクリート強度が

































も高い電流密度が必要なものは鉄筋 No.5 および No.9 であり，これは分極曲線の測定直前に計測
した測定開始から 6 か月後における分極抵抗の測定結果とも一致する．




図 4.2.27 A21-10KG-PCM-35D の実測分極曲線
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は，断面修復材中の鉄筋 No.1 のグループと躯体コンクリート中の鉄筋 No.2～10 の 2 つのグルー
プにアノード分極曲線は分けることができると考えられる．




























躯体コンクリート強度 21N/mm2の内部設置供試体の各分割鉄筋について，図 4.2.28 の手法に
よる腐食電流密度の算出値と，分極抵抗値の測定結果から算出した腐食電流密度を比較したもの
を図 4.2.29に示す．分極抵抗値から腐食電流の算出は，横田らの研究 18）に準拠して，式（4.2.1）






icor＝K・（1/Rp）              式（4.2.1）
但し，icor：腐食電流密度（mA/m2）
    Rp：分極抵抗（Ω・cm2）
    K：腐食電流密度と分極抵抗の逆数の比（V）
図 4.2.29 より，分極抵抗値から算出した腐食電流密度と図 4.2.27 に示した手法による実測分





























体コンクリート部の鉄筋 No.2～No.10 の分極は，電流密度 20～30 mA/m2程度から開始されてい
る．
図 4.2.30 B21-10KG-PCM-35D の実測分極曲線
図 4.2.31 N21-10KG-PCM-35D の実測分極曲線
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図 4.2.32 A40-10KG-PCM-35D の実測分極曲線























うに鉄筋 No.4 に電流を供給し，結果として鉄筋 No.4 の腐食環境が改善された可能性が考えられ
る．
次に，図 4.2.35 および図 4.2.36 に実測分極曲線から算出した各分割鉄筋の腐食電流のうち，
躯体コンクリート 21N/mm2および 40N/mm2シリーズについて示す．
図 4.2.35 躯体コンクリート強度 21N/mm2      図 4.2.36 躯体コンクリート強度 40N/mm2
シリーズの鉄筋腐食電流密度          シリーズの鉄筋腐食電流密度
図 4.2.35 より，躯体コンクリート 21N/mm2シリーズにおいて，内部設置供試体は設置なし供
試体と比較して，鉄筋腐食電流密度に大きな差はなく，分極曲線を測定した時点では，躯体内の










れた鉄筋 No.4 や鉄筋 No.8 については，鉄筋腐食電流においても比較的低い値となっており，こ
れらの傾向と一致した．
躯体コンクリート強度 21N/mm2 シリーズでは明確な腐食電流密度の差が出なかった内部設置











られる．なお，写真 4.2.6 に全面的に鉄筋腐食が見られた設置なし供試体の鉄筋 No.2 の表面の
pH を pH 試験紙で簡易的に測定した状況を示す．










写真 4.2.7 躯体強度 40N/mm2シリーズの供試体解体直後の状況
躯体コンクリート強度が 40N/mm2 の条件では，内部設置供試体と外部設置供試体ともに躯体
内部の鉄筋は激しい腐食は見られない状況であった．特に犠牲陽極材から近い位置の鉄筋 No.2
～No.4 では両方ともほとんど腐食は見られなかった．一方，鉄筋 No.5～10 では薄い錆が見られ
る状況であった．犠牲陽極材を設置していない設置なし供試体も激しい腐食は見られず，鉄筋
No.5 が薄い錆で覆われているようであるが，外観上は 3 つの供試体で大きな差は見られなかった．
(6) 鉄筋腐食量
次に各鉄筋を取り出して，鉄筋腐食量を測定した結果のうち，躯体コンクリート強度が
21N/mm2シリーズの結果を図 4.2.37に，40N/mm2シリーズの結果を図 4.2.38 に示す．
図 4.2.37 躯体コンクリート 21N/mm2      図 4.2.38 躯体コンクリート強度 40N/mm2
シリーズの鉄筋腐食率          シリーズの鉄筋腐食率





































































部の亜鉛金属の表面部分について，亜鉛金属を切断し，EPMA による SEM 観察および表面生成










（a）新品（倍率 40倍）         （b）新品（倍率 150 倍）
（c）外部設置供試体（倍率 40 倍）     （d）外部設置供試体（倍率 150 倍）










写真 4.2.9 EPMA 測定の供試体の状況
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（e）内部設置供試体（倍率 40 倍）     （f）内部設置供試体（倍率 150 倍）
図 4.2.41-2 亜鉛金属の SEM 観察状況
新品の犠牲陽極材では，金属表面に反応物はほとんど観察されなかった．わずかに変化した箇






そ 800μm 程度であった．各地点において元素の半定量分析を行い，Zn および O のモル比として
まとめたものを表 4.2.5 に示す．
表 4.2.5 各地点における Zn/O モル比
測定 No. O mol% Zn mol% Zn/O mol 比
1-1 1.6 1.1 0.64
1-2 1.9 0.9 0.50
2-1 2.5 0.4 0.17
2-2 2.4 0.6 0.23
2-3 1.9 0.8 0.41
2-4 2.0 1.0 0.50
2-5 0.6 1.3 2.37
3-1 2.6 0.5 0.18
3-2 3.1 0.3 0.10
3-3 2.3 0.5 0.23
3-4 0.4 0.3 0.69







表 4.2.5より，金属表面の生成物は，Zn/O モル比が 0.5 程度であるが，金属表面から遠ざかる
につれて，Zn の含有量が少なくなり，外側では Zn/O モル比が 0.1～0.2 程度となっている．こ
れは，バックフィル材の効果により金属表面の生成物から亜鉛がイオン化して溶出しているため，









から検討を行う．躯体コンクリート強度 21N/mm2および 40N/mm2の各供試体の鉄筋 No.1 のカ
ソード分極曲線と鉄筋 No.2 のアノード分極曲線を図 4.2.28 の手法で整理したものを図 4.2.42
に示す．なお，カソード分極曲線については，躯体コンクリート強度が同じであれば大きな差は
なかったので，平均化した 1 本の線で示した．なお，2 章で示したマクロセル腐食の概念図から，
マクロセルによる腐食電流密度は実際にはアノードとカソードの分極曲線の交点ではなく， IR
ドロップを考慮して，図中交点よりも電流密度が低い方にシフトした点線で示した電流密度とな
る．なお，1mA/m2以下では，IR ドロップは 1mV 以下となるので，ほぼ交点付近の電流密度と
なる．















11mA/m2 程度となる．この値は，図 4.2.17 に示した設置なし供試体の鉄筋 No.2 のマクロセル
電流密度の測定値よりも高い値となる．これは，図 4.2.42 では最もマクロセル腐食電流が流れる
図 4.2.42 鉄筋 No.1のカソードと鉄筋 No.2 のアノード分
極曲線
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と想定される，躯体コンクリートと断面修復材の界面付近の鉄筋 No.1 と鉄筋 No.2 の関係のみを
考慮しているためである．実際には鉄筋 No.3 などの鉄筋にもマクロセル腐食電流（アノード電





















学的防食工法 設計・施工指針（案）」で採用されている最も一般的な基準である 100mV と，清
水ら 19）の研究に示されている 50mV の 2 つの基準で評価した．
試験開始から 6 か月時点における復極量を基準とした防食範囲を示したものを図 4.2.43 に示
す．また，同じく 6 か月時点の分極抵抗値を基準とした防食範囲を図 4.2.44 に示す．基準は表
4.2.4で示される CEB による基準に基づいている．





は，50mV 復極量基準で 200mm 程度の防食範囲であった．なお，躯体コンクリート強度が
40N/mm2では，外部設置供試体で防食範囲はほぼ倍の 500mm 程度まで広がる．
分極抵抗値基準においては，分極抵抗値 26 kΩ・cm 以上の「中～高程度の腐食速度」では，
躯体コンクリート強度 21N/mm2 の内部設置供試体以外の供試体がすべての鉄筋で基準を満たす．
より高い基準である 130kΩ・cm 以上の「不動態状態（腐食なし）」で評価すると，おおむね復
極量基準の 50mV と一致し，躯体コンクリート強度が 21N/mm2では外部設置供試体で 200mm



















体コンクリート強度が 40N/mm2 で塩化物イオン量が 10kg/m3 かつ 35℃90％R.H.の条件
では，打継ぎ界面付近の腐食を抑制する防食効果を確認した．
（７）塩化物イオン量が 10kg/m3 かつ 35℃90％R.H.の条件では，内部設置供試体よりも外部設
置供試体の方が防食範囲は広く，防食効果が高いと考えられる．
（８）防食電流量が減少した躯体コンクリート強度 21N/mm2 の内部設置供試体の犠牲陽極材の

















































W C S G Add NaCl
2kg/m2 59.0 13 48.0 4.5±1 164 278 881 972 2.78 4.3
5kg/m2 59.0 13 48.0 4.5±1 164 278 881 972 2.78 8.3












躯体コンクリートの塩化物イオン量が 2kg/m3のシリーズの Eon 電位および Eof 電位の計測結
果を図 4.3.1～図 4.3.3 に示す．各電位の値は，3 体の供試体の平均値である．なお以下，電位
の記述については特に断りがない限り，飽和硫酸銅（CSE）電極基準である．











密化の影響などが考えられる．試験開始から 6 か月後の値は-200mV であり，ASTM C876
「Standard Test Method for Corrosion Potentials of Uncoated Reinforcing Steel in Concrete」
の基準では，「90％以上の確率で腐食なし」と評価される値であり，ほとんど腐食は発生してい
ないものと考えられる．
鉄筋の Eon 電位について，犠牲陽極材直近の鉄筋 No.1 については犠牲陽極材の Eon 電位とほ
ぼ同じで-600mV 付近の一定値を取っている．躯体コンクリート側の鉄筋については，最も多く
分極されている鉄筋 No.2 から徐々に分極量が小さくなるような形状となっている．開始から 2
か月後から鉄筋 No.2～10 の Eon 電位は少しずつ貴側に移行している．




か月時点でも約-950mV であり，高い活性を維持している．一方，犠牲陽極材の Eon 電位は 1 か




鉄筋の Eof 電位は，試験開始前の電位よりも若干貴側に移行し，6 か月経過時点では-200mV
程度の値となっており，内部設置供試体と同様に鉄筋腐食は生じていないものと考えられる．
鉄筋の Eon 電位について，犠牲陽極材を鉄筋 No.2 の直近に取り付けているため，鉄筋 No.2
が他の分割鉄筋に比べて大きく卑側に分極され，6 か月経過時点でもその効果は持続している．






躯体コンクリートの塩化物イオン量が 5kg/m3のシリーズの Eon 電位および Eof 電位の計測結
果を図 4.3.4～図 4.3.6 に示す．









図 4.3.6 N21-5KG-PCM-20D の En 電位
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を通じて貴側に移行している．躯体コンクリートの塩化物イオン量 2kg/m3 の内部設置供試体と
は異なり，躯体コンクリート内部の鉄筋 No.2 から No.10 にかけて徐々に卑側の値を取るような
形となっている．試験開始から 6 か月後の値は鉄筋 No.2 で約-200mV であるが，No.10 では約
-350mV と 150mV 程度の差が出ている．ASTM C876 の基準では，鉄筋 No.2 は「90％以上の確
率で腐食なし」と評価されるが，鉄筋 No.10 では「90％以上の確率で腐食あり」評価される値で
あり，躯体コンクリート内部の鉄筋間で腐食環境に差が出てきている可能性がある．










様に犠牲陽極材に近い鉄筋 No.1 が最も貴な電位をとり，鉄筋 No.10 に向かって少しずつ卑にな
るような形となっていて，コンクリート内部の鉄筋で腐食環境に差が出てきている可能性がある．
鉄筋の Eon 電位について，犠牲陽極材を鉄筋 No.2 の直近に取り付けているため，鉄筋 No.2
が他の分割鉄筋に比べて大きく卑側に分極されている．時間の経過とともに分極量が減少してい




ASTM C876 の基準では 90％以上の確率で腐食ありとなるので，鉄筋腐食は進行しているものと
考えられる．
次に躯体コンクリートの塩化物イオン量が 10kg/m3のシリーズの Eon 電位および Eof 電位の
計測結果を図 4.3.7～図 4.3.9 に示す．











リート内部の鉄筋 No.2 から No.10 にかけて
徐々に卑側の値を取るような形となっているが，その電位は鉄筋 No.2 で約-350mV で，No.10
では約-450mV と 100mV 程度の差が出ている．これらの電位は ASTM C876 の基準では，全て
「90％以上の確率で腐食あり」評価される値であり，A21-5KG-PCM-20D ほどは躯体コンクリ
ート内部の鉄筋間で腐食環境に差が出ないのではないかと考えられる．





程度移行している．一方，犠牲陽極材の Eon 電位は 1 か月から 2 か月の間で 200mV ほど貴側に
移行するが，2 か月以降はあまり大きな変化はない．鉄筋の Eof 電位は，鉄筋 No.1 のみ試験開
始前の電位よりも貴側に移行している．それに対して，鉄筋 No.2～No.10 の Eof 電位は期間を通
じて-400mV 程度のほぼ同じ値を取っている．鉄筋の Eon 電位について，犠牲陽極材を鉄筋 No.2
の直近に取り付けているため，鉄筋No.2が他の分割鉄筋に比べて大きく卑側に分極されている．
6 か月経過時点では少し貴側に電位がシフトしているが，鉄筋 No.2 が最も卑な電位を取っており，
犠牲陽極材を鉄筋 No.2 の直上に設置した効果が表れているものと考えられる．
躯体コンクリートの塩化物イオン量 10kg/m3の設置なし供試体では，Eof 電位は，試験期間を
通じてほぼ-500mV 程度の値であり，ASTM C876 の基準では 90％以上の確率で腐食ありとなる
ので，鉄筋腐食は進行しているものと考えられる．
図 4.3.10 A21-2KG-PCM-20D の復極量      図 4.3.11 B21-2KG-PCM-20D の復極量
図 4.3.9 N21-10KG-PCM-20D の Eof 電位
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次に，躯体コンクリートの塩化物イオン量 2kg/m3 の内部設置供試体および外部設置供試体の














（電位差）は，当初は 200mV を切る程度であったが試験期間 6 か月の時点では内部設置供試体
とほぼ同程度の 300mV となった．










食性能を発揮していると考えられる．しかし，鉄筋 No.9 および No.10 については，復極量が
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体コンクリート中の鉄筋 No.2 が 6 か月経過後も最も大きい値を示す形は同じであり，この付近
の鉄筋については高い防食性能を示すものと考えられる．一方，鉄筋 No.5～10 の復極量は内部




図 4.3.14 A21-10KG-PCM-20D の復極量    図 4.3.15 B21-10KG-PCM-20D の復極量
      
躯体コンクリートの塩化物イオン量 10kg/m3の内部設置供試体において，躯体コンクリート中
の鉄筋 No.2～No.10 の復極量は，鉄筋 No.2 においては 200mV の値を維持しているが，鉄筋 No.3
以降は 100mV を切っており，鉄筋 No.6～10 については，復極量はほとんど認められない．
躯体コンクリートの塩化物イオン量 10kg/m3の外部設置供試体において，躯体コンクリート中
の鉄筋No.2～No.10の復極量は，外部設置の特徴である鉄筋No.2が最も大きな値を示し，200mV










図 4.3.16 A21-2KG-PCM-20D のマクロセル    図 4.3.17 B21-2KG-PCM-20D のマクロセル


























図 4.3.18 N21-2KG-PCM-20D のマクロセル
電流密度
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図 4.3.19 A21-5KG-PCM-20D のマクロセル    図 4.3.20 B21-5KG-PCM-20D のマクロセル












筋 No.2 が１か月後の値がマクロカソードになっているが，これは比較的近傍の鉄筋 No.4 が突出
してマクロアノードになったためと考えられる．また，マクロセル電流密度の値は躯体コンクリ




図 4.3.22 A21-10KG-PCM-20D のマクロセル   図 4.3.23 B21-10KG-PCM-20D のマクロセル
電流密度                  電流密度













10kg/m3 の内部設置供試体とは異なり，断面修復材内部の鉄筋 No.1 に卓越して大きな電流密度
は認められず，犠牲陽極材近傍の鉄筋 No.2 および No.3 で高い防食電流密度が認められた．鉄筋
No.4 以降も鉄筋 No.7 まで防食側の電流値であり，躯体コンクリートの塩化物イオン量が
10kg/m3の内部設置供試体よりも広範囲で防食側の電流密度が認められた．
躯体コンクリートの塩化物イオン量が 10kg/m3の設置なし供試体のマクロセル電流密度は，鉄











しており，表 4.2.4に示した CEB による腐食
速度の判定基準では，「不動態状態（腐食なし）」
図 4.3.24 N21-10KG-PCM-20D のマクロセル
電流密度





た結果を図 4.3.28～図 4.3.30 に示す．










一方，設置なし供試体の各鉄筋の分極抵抗は，マクロアノードであった鉄筋 No.2 および No.3
の値が全体の中では低い値となっているが，分極抵抗値は 200kΩ・cm2以上を示しており，腐食
は軽微なものと考えられる．
次に図 4.3.31～図 4.3．33 に躯体コンクリートの塩化物イオンが 10kg/m3のシリーズの分極抵
抗を示す．
図 4.3.31 A21-10KG-PCM-20D の分極抵抗  図 4.3.32 B21-10KG-PCM-20D の分極抵抗










材に近い鉄筋 No.2～No.5 の分極抵抗が 400





















No.1 から No.10 までほぼ 0.1～0.5mA/m2程度の電流密度で分極が得られるような傾向を示して
いる．
異なる点は，断面修復材内部の鉄筋 No.1 の自然電位は-80mV 程度であるのに対して，最も低
い鉄筋 No.8 が-200mV 程度となっており，自然電位のみが異なり，おおむね平行移動したよう
な形となっている．したがって，腐食電流密度は全ての鉄筋であまり差は無く，小さい値を示す
ものと考えられる．これは測定直前に計測した 6 か月後の分極抵抗の測定結果とも一致する．
図 4.3.33 N21-10KG-PCM-20D の分極抵抗








































図 4.3.35 B21-2KG-PCM-20D の実測分極曲線
図 4.3.36 N21-2KG-PCM-20D の実測分極曲線




























No.1 に近い位置にアノード分極曲線があるが，犠牲陽極材から遠い鉄筋 No.6～10 は電流密度が
大きい位置にアノード分極曲線が存在している．
躯体コンクリートの塩化物イオンが 5kg/m3 の分極曲線についても，内部設置供試体と同様に




























































































図 4.3.44 塩化物イオン 5kg/m3シリーズの鉄筋腐食
電流密度






めたものを図 4.3.45 に示す．躯体コンクリートの塩化物イオン量が 2kg/m3および 5kg/m3のシ
リーズに比べて，設置なし供試体の腐食電流密度が増大していることがわかる．一方，内部設置
供試体と外部設置供試体は躯体コンクリート内部の全ての鉄筋において腐食電流密度が設置なし
供試体の 1/5 から 1/2 程度まで抑制しており，高い腐食抑制効果が推定される．中でも鉄筋 No.2
～No.5 の範囲の抑制効果が高い．
(5) 鉄筋腐食状況
次に，写真 4.3.1 に解体直後の供試体のうち，躯体コンクリートの塩化物イオンが 2kg/m3 シ
リーズの状況を示す．
写真 4.3.1 塩化物イオン 2kg/m3シリーズの供試体解体直後の状況
写真 4.3.1 より，躯体コンクリートの塩化物イオンが 2kg/m3 シリーズの鉄筋は内部設置供試
体，外部設置供試体および設置なし供試体で全く腐食は見られない状況であった．なお，写真
4.3.2に N21-2KG-PCM-20D の鉄筋 No.2 の表面の pH を pH 試験紙で簡易的に測定した状況を
示す．
写真 4.3.2 より，鉄筋腐食が見られない









写真 4.3.3 塩化物イオン 5kg/m3シリーズの供試体解体直後の状況













































一方，内部設置供試体および外部設置供試体では，鉄筋 No.2 から No.5 までの鉄筋で設置なし














図 4.3.47 塩化物イオン 5kg/m3シリーズの鉄筋腐食率

























4.2.33 の手法で整理したものを図 4.3.50 に示す．なお，各供試体の鉄筋 No.1 のカソード分極曲
線は 3 つの条件で大きな差がなかったため，カソード分極曲線については，これらを平均化した
1 本の線で示した．前節と同様に IR ドロップを考慮して，図中交点よりも電流密度が低い方に











れる．特に外部設置供試体は腐食電流密度が設置なし供試体の 1mA/m2 から 0.6mA/m2程度まで




















量 100mV 以上の範囲は 650mm 程度であるが，内部設置供試体は 450mm 程度であり，外部設
置供試体の方が防食範囲は広い結果となった．
躯体コンクリートの塩化物イオン量が 5kg/m3の場合，外部設置供試体の復極量 100mV 以上の
範囲は 180mm 程度なのに対して，内部設置供試体は 380mm 程度であった．復極量 50mV の範










設置環境が 20℃，40-60％R.H.で，躯体コンクリート強度が 21N/mm2 の条件下で，躯体コン
クリートの塩化物イオン量を 2kg/m3，5kg/m3，10kg/m3と条件を変えて試験を行った．









































Eon 電位および Eof 電位の計測結果を図 4.4.1～図 4.4.3に示す．各電位の値は，3 体の供試
体の平均値である．なお以下，電位の記述については特に断りがない限り，飽和硫酸銅（CSE）
電極基準である．
















す． 図 4.4.3 B21-10KG-PCMPC-20D の Eof，Eon 電位
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図 4.4.6 B21-10KG-PCMPC-20D の復極量
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図 4.4.7 A21-10KG-PCA-20D のマクロセル  図 4.4.8 B21-10KG-PCA-20D のマクロセル















図 4.4.10 A21-10KG-PCA-20D の分極抵抗   図 4.4.11 B21-10KG-PCA-20D の分極抵抗








































図 4.4.12 B21-10KG-PCMPC-20D の分極抵抗
図 4.4.13 A21-10KG-PCA-20D の実測分極曲線












































































































図 4.4.20 鉄筋 No.1 のカソードと鉄筋 No.2 のアノード分極曲線
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用いた内部および外部設置供試体の測定値もあわせて示す．
なお，各供試体の鉄筋 No.1 のカソード分極曲線は 3 つの条件で大きな差がなかったため，カ
ソード分極曲線については，これらを平均化した 1 本の線で示した．前節と同様に IR ドロップ
を考慮して，図中交点よりも電流密度が低い方にシフトした点線で示した電流密度となる．なお，




































































図 4.5.3 鉄筋質量減少率と分極抵抗   図 4.5.4 鉄筋質量減少率と鉄筋腐食電流密度







図 4.5.1 鉄筋質量減少率と復極量の関係 図 4.5.2 鉄筋質量減少率と防食電流密度との











































0 以上 1.0 未満 0 以上 96％
1.0 以上 4.0 未満 20 以上 97％




















50 以上 100 未満 20 以上 100％













算出している．したがって，100mV の復極量は，アノード理論曲線上では，図 4.5.6 に示すよ















流密度 1.0mA/m2以上」もしくは「復極量 50mV 以上」を評価基準とすることができ，鉄筋防食
率が 50％以上では「防食電流密度 4.0mA/m2以上」もしくは「復極量 100mV 以上」を評価基準
とすることができると考えられる．これらに評価基準を表 4.5.3 にまとめる．
表 4.5.3 鉄筋防食の評価基準
鉄筋防食の度合 鉄筋防食率（％） 防食電流密度（mA/m2） 復極量（mV）
低 0 以上 0 以上 1.0 未満 ―
中 20 以上 1.0 以上 4.0 未満 50 以上 100 未満













































      （メッシュ図）
       
       （メッシュ図）




























∅ = 0  ：コンクリート表面
∅ = 𝑓ୟ(q) ：鉄筋および犠牲陽極上（アノード）
∅ = 𝑓ୡ(q) ：鉄筋及び犠牲陽極上（カソード）
𝑓௔(q)と𝑓௖(q)はアノードとカソードの分極特性を表す非線形の関数である．
ここで，一般に分極曲線は式（4.6.2）で示すターフェルの式であらわされる．
fୟ or  fୡ= α ∗ log(𝑞) − 𝛽                      式（4.6.2）




































・・・式(4.6.6)                     
次に，電流密度の範囲の最大値q୫ୟ୶と，最小値
q୫୧୬を指定する．
δ = min ൣ (𝑞௠௔௫ −𝑞௠௜௡)  , 0.5 ∗ หq∅ − q୭ห൧               式（4.6.7）






min(q୭ + δ , q୫ୟ୶) q୭ < q∅
max(q୭ − δ , q୫୧୬) q୭ > q∅


























犠牲陽極材表面積（mm2） 3400 3400 3400
鉄筋表面積補修材部（mm2） 4082 4082 4082
鉄筋表面積コンクリート部（mm2） 3061.5×9 本 3061.5×9 本 3061.5×9 本
比抵抗（補修材部）（kΩ・cm） 424.4 444.8 278.1
































































































































































































































































2 kg/m3 5 kg/m3 10 kg/m3
内部設置供試体 0.129 0.117 0.138
外部設置供試体 0.101 0.125 0.130



















2 kg/m3 5 kg/m3 10 kg/m3
内部設置供試体 36 年 40 年 34 年































表 4.6.3 躯体コンクリート側 30cm 範囲の鉄筋表面の平均電流密度（単位:mA/m2）
供試体種類 躯体コンクリート中の塩化物イオン量
2 kg/m3 5 kg/m3 10 kg/m3
内部設置供試体 6.37 4.77 3.03
















2 kg/m3 5 kg/m3 10 kg/m3
内部設置供試体 72 年 68 年 47 年











2 kg/m3 5 kg/m3 10 kg/m3
内部設置供試体 36 年 40 年 34 年
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躯体コンクリート強度が 21N/mm2 以上 50N/mm2 以下であれば，鉄筋防食性能は環境条件に
より異なるので次のステップに移動する．なお，本フローチャートで対象となる圧縮強度が

















































        
図 5.2.2 断面修復工法における工法選択のフローチャート
（５）今後の課題
本項で提案した断面修復工法の工法選択のフローチャートをさらに正確で経済的な工法選択が
可能なものとするために，以下に課題を示す．
①鉄筋の発錆限界塩化物イオン量に関する検討
鉄筋を直接腐食させる可溶性塩化物イオンを基準とする発錆限界量を明確化する検討が必要で
ある．特に塩素固定化材を混和した断面修復材は，硬化体中の可溶性塩化物イオン量を大きく低
減する効果が高い．可溶性塩化物イオンを基準とする発錆限界量というものが確立できれば，よ
り正確で効果的な塩害対策を提案できるようになるものと考える．
②暴露環境と鉄筋腐食の関係に関する検討
塩害を受けるコンクリート構造物の暴露環境が鉄筋腐食に与える影響，特に湿度が 40％以下の
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低い場合に鉄筋腐食に与える影響が不明確であるので，その点を明確化し，フローに反映する検
討が必要である．
③犠牲陽極材の耐久性に関する検討
数値解析検討や実際に消費される電荷から犠牲陽極材の耐久性を算出したが，6 か月程度の試
験期間から求めたものであり，今後も長期間試験することにより，より正確な耐久性の算出の検
討を続けていくことが必要となる．
④鉄筋面積が異なるときの犠牲陽極材の鉄筋防食性能に関する検討
本研究では，鉄筋比 1.3％の鉄筋コンクリートの供試体しか試験を実施しておらず，さらに鉄
筋比が大きくなった場合や，床版などの面的な広がりを持った場合には，犠牲陽極材の鉄筋防食
性能が本研究結果とは異なることが考えられる．今後，鉄筋面積が異なる供試体の試験を追加し
て，防食対象となる鉄筋面積が異なるときの検討が必要となる．
⑤犠牲陽極材を併用した断面修復工法の適用範囲に関する検討
犠牲陽極材を併用した断面修復工法の適用範
囲について，躯体コンクリート強度，躯体コン
クリート中の塩化物イオン量および環境温度を
指標にした場合の概念図を図 5.2.3 に示す．
本研究を通して，塩害を受けたコンクリート
構造物に適用する犠牲陽極材を併用した断面修
復工法には，一定の適用範囲が存在することが
分かった．具体的には，躯体コンクリート強度
が低く，塩化物イオン量や暴露環境温度が高
いような鉄筋腐食が激しくなる条件では，適
用が難しくなる場合がある．
一般には躯体コンクリート強度が低い構造
物の方が，塩化物イオンなどの劣化因子が侵入しやすく，鉄筋防食対策を行うべき対象の数も多
いものと推察される．断面修復工法と併用する犠牲陽極工法は，犠牲陽極材によって鉄筋防食を
行うので，メンテナンスの負担が小さい，外部電源型の電気防食工法や電気化学的脱塩工法等と
比較して初期コストが小さいなどのメリットも多い．本研究では，犠牲陽極材をコンクリート表
面に外部設置することにより，従来実施されてきた内部設置よりも適用範囲が広くなる可能性を
示した．
今後の課題として，犠牲陽極材を併用した断面修復工法の適用範囲をさらに拡大するため，犠
牲陽極材中の犠牲陽極金属そのものについて検討することや，犠牲陽極金属の反応性を長期に維
持できるようなバックフィル材の開発などの検討を行うことで，さらに犠牲陽極工法の適用範囲
を広げるようにしていきたい．
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